
討 論 

公明党の藤浪清司です。 

私は公明党を代表して、全議案に賛成の立場で討論をさせて頂きますが、若干

意見を申し述べさせて頂きます。 

 

まず始めに、議案第 57 号 「平成 29 年度鈴鹿市一般会計補正予算(第 1 号)」

ですが、「安全安心のまちづくり事業／木造住宅耐震補強工事費補助」の増額補

正は、「鈴鹿市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム」に基づいて、対象と

なる住宅を直接訪問し、耐震化の啓発を行うことで、耐震補強工事に対する国の

補助金が本年限り１件当たり１５万円増額されることで耐震補強工事の補助申

し込みが増えたことや、空家対策の影響を受けて除却工事の補助申し込みが増え

ているためであり、木造住宅の耐震化が進むことは、大いに歓迎いたします。 

 

 また、社会教育費の委託料の増額補正では、ふれあいセンター及び、公民館１

２館の夜間・休日の機械警備を委託する費用であり、防犯安全上必要な措置であ

りますが、公的施設では極力現金を保管しないことや、通帳などの管理について、

管理運営上のルールの厳格化を求めたいと思います。 

 

次に、議案第 64 号「平成 28 年度鈴鹿市一般会計決算の認定について」は、

執行部に業務の効率化、経費削減、税外収入確保に努めることと、今後、目の前

の課題に対する予算の執行とともに、将来の希望につながる予算配分と執行を求

め、意見を申し述べます。 



決算全般につきましては、「地方財政健全化法」に基づく、「健全化判断比率」に

おいて、「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」ともに赤字額が無く、「実質公債

費比率」も 5.1％で基準とされる 25%を下回り、平成 27年度の 6.1%から更に改

善が進んでおります。 

「将来負担比率」も、早期健全化基準の 350％と比較して大きく下回っており、 

これも平成 27年度の 22.2％から更に減少して 13.9％となっております。 

 

財政構造の弾力性を判断するための指標「経常収支比率」は、92.5%で、100％

に満たないものの、総務省が妥当な水準としている 75%を上回っております。 

財政健全化に努めていることは、高く評価致します。 

 

歳入では、個人市民税は前年度比 0.2％減少したものの、法人市民税が前年度比

5.9％増加し、市民税全体で 0.6％、市税収入全体で 0.2％と微増ではありますが、

景気回復の傾向が見られます。 

 

一方、歳出では、教育費が施設整備工事費などで、約 14億 4千万円、25.6％減

少しているのが目立ちます。 

議会からも再三、老朽化した教育施設の整備やトイレの改修、洋式化など、鈴鹿

の将来を担う子どもたちの教育環境の整備や、ＩＣＴ化の推進など、教育予算の

増額を求めており、教育への重点的予算配分については、市長がリーダーシップ

を強く発揮して取り組むことを求めます。 

 



また、歳出の予算執行率では、商工費の 77.7％、土木費の 86.6％の執行率が低

く、特に、土木費では道路整備に係る不用額とのことですので、的確な執行に努

めることを求めたいと思います。 

職員の時間外勤務については、平成 27年度は一般会計における時間外勤務手当

が過去最高となりましたが、平成 28年度は、参議院選挙に係る時間外手当を含

めても、前年度比約２割の減少と改善が見られたことを評価致します。 

職員の健康管理の上からも、率先してワーク・ライフ・バランスを実現し、働き

方改革の模範となるよう、今後も職員の適正配置、業務の効率化など努力を重ね

て頂きたいと思います。 

一般会計決算全体については、財政の健全化に努めるとともに、教育や健康維持、 

介護予防など将来を見据えた投資に対しては、マクロの視点を持って、必要な予

算措置を行うべきであり、短期的視点のみで削減ありきの考え方を改めるよう求

めます。 

以上の意見を申し添え、議案第 64 号「平成 28 年度鈴鹿市一般会計決算の認定

について」賛成を致します。 

 

議案第 65 号「平成 28 年度鈴鹿市国民健康保険事業特別会計決算の認定につい

て」に関しては、国民健康保険税の収入未済額は前年比約１億円減少し、収納率

は改善傾向にあるものの、依然低い率で推移しております。 

事業の根幹をなす国民健康保険税の収入済み額は、予算に対して約２億 4800万

円のマイナスでした。 



平成 30年度から国保事業の広域化により県の管理に移行するにあたって、市民

の負担がこれ以上増えないよう、またサービスの低下につながらないよう、改善

への更なる努力を求めます。 

 

議案第 70 号「平成 28 年度鈴鹿市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定に

ついて」ですが、節水型家庭用機器の普及などにより、給水収益の減少傾向にあ

る中、排水管の老朽化、耐震化のために今後必要な費用が多額であることから、

更なる業務の効率化、経費の削減、営業努力による利益の確保が必要不可欠であ

ります。 

料金体系の見直しも視野に入れて検討しているようですが、市民の負担が重くな

らないよう、配慮することを求めます。 

議案第 71 号「平成 28 年度鈴鹿市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定

について」ですが、営業収支比率は 47.3％と低く、営業損失が生じています。 

平成 28年度の純利益は約４億円で、一見利益が出ているように見えますが、 

当年度も、一般会計の都市計画費から下水道事業会計補助として、約２４億円繰

出しており、実質赤字経営が続いております。 

下水道事業全体の見直しを含め、一般会計からの繰出し削減に向けた、経営健全

化への努力を求めます。 

以上、種々意見を申し述べましたが、その他の議案についても、特に異論はなく、

全ての議案に対して賛成を表明し、公明党を代表しての討論を終わります。 

ご賛同頂きますよう、よろしくお願い申し上げます。 


